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副目的

款 項 目 大 中

目的

（対象をどの様な

状態にするのか）

　大規模災害時、自宅が倒壊し避難所に来た人や帰宅困難者などのために非常食を備蓄

することで災害時の混乱防止を図る。

内容

（手段）

◆２５年度実施内容

　パークアリーナ小牧及び市庁舎地下１階の備蓄倉庫、避難所に指定してある各小中学校

等の備蓄倉庫に非常食を保管する。

　45,000食の非常食の備蓄を目標として、非常食の保存期限が5年であることから、毎年約

8000食の買い替えを実施。

◆２５年度直接経費の内訳
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◆２５年度直接経費の内訳

　消耗品費（1,626千円)

　  アルファ米、乾パン、クラッカー、保存水等

◆２６年度直接経費の内訳

　消耗品費（2,100千円)

　  アルファ米、乾パン、クラッカー、保存水等
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達成状況

非常食、飲料水ともに備蓄品整備計画目標以上の備蓄ができている。

現在、目標数を越えた備蓄数になっておりますが、予算の平準化を行うため調整を

行っているところであり、平成２８年度からは概ね備蓄計画目標数と同数になる予定

であります。
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事業実施におけ

る課題

　45,000食の非常食備蓄を継続する一方で、大規模な災害が発生した場合、被災地

域外から外部支援が入るまでのは１週間程度必要であるといわれており、その間、行

政だけでは、すべての応急対応を行うことは困難であると考えられる。

　住民に対し、１週間程度の食糧と水を備蓄するよう周知する必要がある。
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評評評評

価価価価

一次評価のとおり。

今年度実施する被害予測調査の結果をもとに、必要に応じて、備蓄品整備

計画の見直しを行うこと。

維　持

方向性の判定

事業を縮小・

廃止したときの

影響

判　定　理　由方向性の判定

維　持

国や県などの地震想定や直下型の地震の被害想定をもとに、備蓄品整備計画の見

直しを行い、適切な非常食の備蓄を実施するとともに、小牧防災リーダー会と協働で

の自主防災会や小中学校を対象とした防災・減災教育の実施回数を昨年度より増や

すとともにパンフレットの配布等で啓発に取り組む。

災害発生時の非常事態の中で、避難市民の生命維持に必要な最低限の食糧補給が

出来なくなる。
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２７年度以降

の改善案

　行政だけではすべての応急対応を行うことは困難であると考えられるため、住民が

相互に協力し、また、住民自らが、非常時の持出品の準備、１週間程度の食糧・飲料

水・生活必需品等の備蓄に務めることなど啓発に取り組む必要がある。

実実実実

施施施施

結結結結

果果果果

　住民に対し、１週間程度の食糧と水を備蓄するよう周知する必要がある。

　災害発生に備え、市民の生命を守る上で、非常食の確保は継続して取り組まなけ

ればならない。

判定理由

事業のボリュームを現状規模で維持すべきもの

（対象や手段を見直す場合も含む）

２６年度における

事業の改善・見

直し内容（新規追

加事項、廃止・削

減事項等）

計画の見直しを行うこと。


